
【被扶養者認定申告理由書記入例　(共通)】
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２収入状況

（将来１２ヵ月の収入の見込みを記入、該当するものに○）

　　　　　　　　　 　その他（　　　　　　　　　　　　）

被扶養者認定申告理由書

×××××××× ○○区△△町1-2-3

○○区△△町1-2-3

Ⅰ認定を受ける者の収入状況及び就業経験 Ⅱ　他の扶養義務者の状況

　　他の扶養義務者の氏名（共済　一郎）組合員との続柄（　父　）

１ 確定申告（住民税申告）の有無(該当するものに○)　　有　　　無

１　収入状況（該当するものに○）

　　

　① 現在、収入が無　家事専念 　無年金 　無職

　① 現在、収入が無 　② 現在収入が有　年間　1,912,600　　円

　② 現在収入が有　年間　　1,594,000　 円

　　ア 給与収入　　年間　 　　　　　　　 　円(交通費等含む)

　　　　　　　　　（ア

~

エまでの合計額） 　　　（パート・アルバイト収入含む）

　　ア 給与収入　　年間　　360,000　　  円(交通費等含む) 　　イ 事業収入　　年間　　　   　　 　　　円

　　　（パート・アルバイト収入及び内定している場合の見込収入を含む）

　　ウ 年金収入　　年間　1,912,600　 　円

　　イ 事業収入　　年間　　　   　 　　　円 　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金

　　ウ 年金収入　　年間　　1,234,600  円

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等）

　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金 　　　　共済年金（老齢・障害・遺族）

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等） 　　　上記以外の年金受給がある場合

　　　　共済年金（老齢・障害・遺族） 　　　年金の種類（　　　　　　　）　

　　　上記以外の年金受給がある場合                    年間　　　   　　   　　円

　　　年金の種類（　　　　　        　　）　 　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合

　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合 　　　            年間　200,000 　   　　円

　　　            年間　　　　　    　　円 　　　収入の種類(該当するものに○)

　　　収入の種類(該当するものに○)

　　[事業収入・不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　　[事業収入・不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）]

　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）]

２　扶養できない理由(具体的に)



共済春子を扶養するには、収入が少なく、

2人の収入では、生計を維持できないため。 ３　現在の状況（該当するものに○）

　① 大学等に在学中  　② 留学中  　③ 受験準備中

　④ 病気療養中  　⑤ 求職活動中　  　⑥ 家事専念

　⑦ その他（　　　　　　　　　　　）

①令和4年9月1日～ 年 月 日(就業先:○×税理士事務所)

　２　別居扶養の状況、毎月の送金方法・送金額



４　雇用保険等の受給・申請状況（該当するものに☑）

　

□

　受給申請予定又は申請手続きを行っている

Ⅲ　別居扶養の状況

　

☑

　受給放棄する

　１　認定を受けるものと別居している理由(具体的に)

　

□

　該当なし（未加入・受給終了含む）

　

□

　関係書類の原本を既に共済組合に預けている



　

□

　受給期間延長中又は受給延長予定（妊娠・出産・疾病）

５　就業経験（　有　・　無　）

　パート・アルバイトを問わず最近就業したものからすべて記入

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　３号遡及適用希望（該当する場合に☑）

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　送金方法（該当するものに☑）

　　　

□

　組合員の口座から被扶養者の口座への送金

　　　

□

　現金書留等による現金送金

　　　

□

　手渡し（同一住居の世帯分離の場合のみ）

　　　

□

　その他（　　　　　　　　　　　　　　）



　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

②平成10年1月1日～令和４年７月31日(就業先:（株）東京商事)

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

③平成9年7月1日～平成9年12月31日(就業先:株式会社共済資格)

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　送金額（月額）　　　　　　　　　　　　　円

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

④昭和62年4月1日～平成9年6月15日(就業先:○×印刷株式会社)

Ⅳ　国民年金第３号被保険者遡及適用希望

(配偶者の認定時のみ)

　東京都職員共済組合理事長　殿　　　　　　令和　　５年　４月２３日　　組合員氏名（自署）　　共済　太郎

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

　　　　　

□

　遡及適用が可能である場合は、遡及適用を希望する

　　Ⅴ　　特　記　事　項 　

　　Ⅵ　　誓　約　事　項

認定要件を欠くに至ったとき[社会保険制度の適用となる事業所への就職、認定基準額以上の恒常的収入（給与・公的年金・事業・不動産・等収

入、雇用保険・傷病手当金等の受給）がある場合、組合員以外の扶養義務者の収入が基準額を超えた場合、別居し扶養しなくなった場合等]は、直

ちに抹消申告し、当該抹消日以降に医療給付等を受けていた場合には、速やかに給付相当額を返還することを誓約します。
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収入状況や収入予定等、上記の詳細又は、上記の他に共済
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誓約事項を必ず確認してください。誓約事項の理解が十分でなく、抹消申告が遅れると、

組合員の不利益となる場合があります。

・確定申告又は住民税申告のいずれか

をしている場合は、有に○

・有の場合、確定申告書又は住民税申

告書の写しを添付してください。


【被扶養者認定申告理由書記入例　(同居の場合)】
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令和５年中の収入が公的年金収入が１０８万円を超えるため、扶養控除申告を行いません。

給与収入と年金収入の合計が１３０万円を超過するため、扶養手当は受給できません。

　東京都職員共済組合理事長　殿　　　　　　令和　５年　４月２３日　　組合員氏名（自署）　　共済　太郎

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

　　　　　

□

　遡及適用が可能である場合は、遡及適用を希望する

　　Ⅴ　　特　記　事　項 　

　　Ⅵ　　誓　約　事　項

認定要件を欠くに至ったとき[社会保険制度の適用となる事業所への就職、認定基準額以上の恒常的収入（給与・公的年金・事業・不動産等の収

入、雇用保険・傷病手当金等の受給）がある場合、組合員以外の扶養義務者の収入が基準額を超えた場合、別居し扶養しなくなった場合等]は、直

ちに抹消申告し、当該抹消日以降に医療給付等を受けていた場合には、速やかに給付相当額を返還することを誓約します。

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　３号遡及適用希望（該当する場合に☑）

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　送金方法（該当するものに☑）

　　　

□

　組合員の口座から被扶養者の口座への送金

　　　

□

　現金書留等による現金送金

　　　

□

　手渡し（同一住居の世帯分離の場合のみ）

　　　

□

　その他（　　　　　　　　　　　　　　）



　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

②平成10年1月1日～令和４年７月31日(就業先:（株）東京商事)

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

③平成9年7月1日～平成9年12月31日(就業先:株式会社共済資格)

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　送金額（月額）　　　　　　　　　　　　　円

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

④昭和62年4月1日～平成９年6月15日(就業先:○×印刷株式会社)

Ⅳ　国民年金第３号被保険者遡及適用希望

(配偶者の認定時のみ)

①令和4年9月1日～ 年 月 日(就業先:○×税理士事務所)

　２　別居扶養の状況、毎月の送金方法・送金額



４　雇用保険等の受給・申請状況（該当するものに☑）

　

□

　受給申請予定又は申請手続きを行っている

Ⅲ　別居扶養の状況

　

☑

　受給放棄する

　１　認定を受けるものと別居している理由(具体的に)

　

□

　該当なし（未加入・受給終了含む）

　

□

　関係書類の原本を既に共済組合に預けている



　

□

　受給期間延長中又は受給延長予定（妊娠・出産・疾病）

５　就業経験（　有　・　無　）

　パート・アルバイトを問わず最近就業したものからすべて記入

　　[不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　   その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）]

　　 その他（　　　　　　　　     ）] ２　扶養できない理由(具体的に)



共済春子を扶養するには、収入が少なく、

2人の収入では、生計を維持できないため。 ３　現在の状況（該当するものに○）

　① 大学等に在学中  　② 留学中  　③ 受験準備中

　④ 病気療養中  　⑤ 求職活動中　  　⑥ 家事専念

　⑦ その他（　　　　　　　　　　　）

　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合 　　　            年間　200,000 　   　　円

　　　            年間　　　　　    　　円 　　　収入の種類(該当するものに○)

　　　収入の種類(該当するものに○) 　　[不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　　　　共済年金（老齢・障害・遺族） 　　　年金の種類（　　　　　　　）　

　　　上記以外の年金受給がある場合                    年間　　　   　　   　　円

　　　年金の種類（　　　　　        　　）　 　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合

　　ウ 年金収入　　年間　　1,234,600  円

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等）

　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金 　　　　共済年金（老齢・障害・遺族）

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等） 　　　上記以外の年金受給がある場合

　　ア 給与収入　　年間　　360,000　　  円(交通費等含む) 　　イ 事業収入　　年間　　　   　　 　　　円

　　　（パート・アルバイト収入及び内定している場合の見込収入を含む）

　　ウ 年金収入　　年間　1,912,600　 　円

　　イ 事業収入　　年間　　　   　 　　　円 　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金

　① 現在、収入が無 　② 現在収入が有　年間　2,112,600　　円

　② 現在収入が有　年間　　1,594,000　 円

　　ア 給与収入　　年間　 　　　　　　　 　円(交通費等含む)

　　　　　　　　　（ア

~

エまでの合計額） 　　　（パート・アルバイト収入含む）

２収入状況

（将来１２ヵ月の収入の見込みを記入、該当するものに○）

　　　　　　　　　 　その他（　　　　　　　　　　　　）

被扶養者認定申告理由書

×××××××× ○○区△△町1-2-3

○○区△△町1-2-3

Ⅰ認定を受ける者の収入状況及び就業経験 Ⅱ　他の扶養義務者の状況

　　他の扶養義務者の氏名（共済　一郎）組合員との続柄（　父　）

１ 確定申告（住民税申告）の有無(該当するものに○)　　有　　　無

１　収入状況（該当するものに○）

　　

　① 現在、収入が無　家事専念 　無年金 　無職


【被扶養者認定申告理由書記入例　(別居の場合)】
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　東京都職員共済組合理事長　殿　　　　　　令和　５年　４月２３日　　組合員氏名（自署）　　共済　太郎

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

　　　　　

☑

　遡及適用が可能である場合は、遡及適用を希望する

　　Ⅴ　　特　記　事　項 　

　　Ⅵ　　誓　約　事　項

認定要件を欠くに至ったとき[社会保険制度の適用となる事業所への就職、認定基準額以上の恒常的収入（給与・公的年金・事業・不動産等の収

入、雇用保険・傷病手当金等の受給）がある場合、組合員以外の扶養義務者の収入が基準額を超えた場合、別居し扶養しなくなった場合等]は、直

ちに抹消申告し、当該抹消日以降に医療給付等を受けていた場合には、速やかに給付相当額を返還することを誓約します。

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　３号遡及適用希望（該当する場合に☑）

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　送金方法（該当するものに☑）

　　　

☑

　組合員の口座から被扶養者の口座への送金

　　　

□

　現金書留等による現金送金

　　　

□

　手渡し（同一住居の世帯分離の場合のみ）

　　　

□

　その他（　　　　　　　　　　　　　　）



　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

② 年 月 日～ 年 月 日(就業先: )

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

③ 年 月 日～ 年 月 日(就業先: )

　　・雇用保険加入（　有　・　無　） 　　送金額（月額）　120,000    円

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

④ 年 月 日～ 年 月 日(就業先: )

Ⅳ　国民年金第３号被保険者遡及適用希望

(配偶者の認定時のみ)

①平成１８年１月１日～令和５年２月２８日(就業先:㈱山川商事)

　２　別居扶養の状況、毎月の送金方法・送金額



４　雇用保険等の受給・申請状況（該当するものに☑）

　

□

　受給申請予定又は申請手続きを行っている

Ⅲ　別居扶養の状況

　

☑

　受給放棄する

　１　認定を受けるものと別居している理由(具体的に)

　

□

　該当なし（未加入・受給終了含む）

　

□

　関係書類の原本を既に共済組合に預けている



　

□

　受給期間延長中又は受給延長予定（妊娠・出産・疾病）

５　就業経験（　有　・　無　）

　パート・アルバイトを問わず最近就業したものからすべて記入

　　[不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）]

　　 その他（　　　　　　　　     ）] ２　扶養できない理由(具体的に)



３　現在の状況（該当するものに○）

　① 大学等に在学中  　② 留学中  　③ 受験準備中

　④ 病気療養中  　⑤ 求職活動中　  　⑥ 家事専念

　⑦ その他（　　　　　　　　　　　）

　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合 　　　            年間　          　   　　円

　　　            年間　　　　　    　　円 　　　収入の種類(該当するものに○)

　　　収入の種類(該当するものに○) 　　[不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　　　　共済年金（老齢・障害・遺族） 　　　年金の種類（　　　　　　　）　

　　　上記以外の年金受給がある場合                    年間　　　   　　   　　円

　　　年金の種類（　　　　　        　　）　 　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合

　　ウ 年金収入　　年間　　               円

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等）

　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金 　　　　共済年金（老齢・障害・遺族）

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等） 　　　上記以外の年金受給がある場合

　　ア 給与収入　　年間　　         　　 円(交通費等含む) 　　イ 事業収入　　年間　　　   　　 　　　円

　　　（パート・アルバイト収入及び内定している場合の見込収入を含む）

　　ウ 年金収入　　年間　　　　　　　 　 　円

　　イ 事業収入　　年間　　　   　 　　　円 　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金

　① 現在、収入が無 　② 現在収入が有　年間　　　　　　　　　　円

　② 現在収入が有　年間　　             　 円

　　ア 給与収入　　年間　 　　　　　　　 　円(交通費等含む)

　　　　　　　　　（ア

~

エまでの合計額） 　　　（パート・アルバイト収入含む）

２収入状況

（将来１２ヵ月の収入の見込みを記入、該当するものに○）

　　　　　　　　　 　その他（　　　　　　　　　　　　）

被扶養者認定申告理由書

×××××××× ○○区△△町1-2-3

○○県□□市△△5-6-7

Ⅰ認定を受ける者の収入状況及び就業経験 Ⅱ　他の扶養義務者の状況

　　他の扶養義務者の氏名（　　　　　　　）組合員との続柄（　　　）

１ 確定申告（住民税申告）の有無(該当するものに○)　　有　　　無

１　収入状況（該当するものに○）

　　

　① 現在、収入が無　家事専念 　無年金 　無職

遠方に住む義父が〇年１月に体調を崩したた

め、妻は介護のため、２月に退職しました。

現在は実家に帰り、義父の介護をしています。


【被扶養者認定申告理由書記入例　（認定期限延長の場合）】

[image: image4.emf]組合員氏名

共済　太郎

組合員番号

組合員の

住所

認定を受け

る者の氏名

共済　春子

性別

女

続柄

母

認定を受け

る者の住所

　東京都職員共済組合理事長　殿　　　　　　令和　５年　４月２３日　　組合員氏名（自署）　　共済　太郎

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

　　　　　

□

　遡及適用が可能である場合は、遡及適用を希望する

　　Ⅴ　　特　記　事　項 　

　　Ⅵ　　誓　約　事　項

認定要件を欠くに至ったとき[社会保険制度の適用となる事業所への就職、認定基準額以上の恒常的収入（給与・公的年金・事業・不動産等の収

入、雇用保険・傷病手当金等の受給）がある場合、組合員以外の扶養義務者の収入が基準額を超えた場合、別居し扶養しなくなった場合等]は、直

ちに抹消申告し、当該抹消日以降に医療給付等を受けていた場合には、速やかに給付相当額を返還することを誓約します。

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　３号遡及適用希望（該当する場合に☑）

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　送金方法（該当するものに☑）

　　　

□

　組合員の口座から被扶養者の口座への送金

　　　

□

　現金書留等による現金送金

　　　

□

　手渡し（同一住居の世帯分離の場合のみ）

　　　

□

　その他（　　　　　　　　　　　　　　）



　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

②平成６年１月１日～平成２０年３月３日(就業先:株式会社共済資格）

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

③昭和６０年４月１日～平成５年６月１５日(就業先:○×印刷株式会社)

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　送金額（月額）　　　　　　　　　　　　　円

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

④ 年 月 日～ 年 月 日(就業先: )

Ⅳ　国民年金第３号被保険者遡及適用希望

(配偶者の認定時のみ)

②平成２８年１月１日～平成 年 月 日(就業先:株式会社東京商事） 　２　別居扶養の状況、毎月の送金方法・送金額



４　雇用保険等の受給・申請状況（該当するものに☑）

　

□

　受給申請予定又は申請手続きを行っている

Ⅲ　別居扶養の状況

　

□

　受給放棄する

　１　認定を受けるものと別居している理由(具体的に)

　

□

　該当なし（未加入・受給終了含む）

　

□

　関係書類の原本を既に共済組合に預けている



　

□

　受給期間延長中又は受給延長予定（妊娠・出産・疾病）

５　就業経験（　有　・　無　）

　パート・アルバイトを問わず最近就業したものからすべて記入

　　[不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　   その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）]

　　 その他（　　　　　　　　     ）] ２　扶養できない理由(具体的に)



共済春子を扶養するには、収入が少なく、

2人の収入では、生計を維持できないため。 ３　現在の状況（該当するものに○）

　① 大学等に在学中  　② 留学中  　③ 受験準備中

　④ 病気療養中  　⑤ 求職活動中　  　⑥ 家事専念

　⑦ その他（　　アルバイト　　）

　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合 　　　            年間　200,000 　   　　円

　　　            年間　　　　　    　　円 　　　収入の種類(該当するものに○)

　　　収入の種類(該当するものに○) 　　[不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　　　　共済年金（老齢・障害・遺族） 　　　年金の種類（　　　　　　　）　

　　　上記以外の年金受給がある場合                    年間　　　   　　   　　円

　　　年金の種類（　　　　　        　　）　 　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合

　　ウ 年金収入　　年間　　　　　　　　   円

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等）

　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金 　　　　共済年金（老齢・障害・遺族）

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等） 　　　上記以外の年金受給がある場合

　　ア 給与収入　　年間　　234,600　　  円(交通費等含む) 　　イ 事業収入　　年間　　　   　　 　　　円

　　　（パート・アルバイト収入及び内定している場合の見込収入を含む）

　　ウ 年金収入　　年間　1,912,600　 　円

　　イ 事業収入　　年間　　　   　 　　　円 　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金

　① 現在、収入が無 　② 現在収入が有　年間　2,112,600　　円

　② 現在収入が有　年間　　234,600　　  円

　　ア 給与収入　　年間　 　　　　　　　 　円(交通費等含む)

　　　　　　　　　（ア

~

エまでの合計額） 　　　（パート・アルバイト収入含む）

２収入状況

（将来１２ヵ月の収入の見込みを記入、該当するものに○）

　　　　　　　　　 　その他（　　　　　　　　　　　　）

被扶養者認定申告理由書

×××××××× ○○区△△町1-2-3

○○区△△町1-2-3

Ⅰ認定を受ける者の収入状況及び就業経験 Ⅱ　他の扶養義務者の状況

　　他の扶養義務者の氏名（共済　一郎）組合員との続柄（　父　）

１ 確定申告（住民税申告）の有無(該当するものに○)　　有　　　無

１　収入状況（該当するものに○）

　　

　① 現在、収入が無　家事専念 　無年金 　無職


【被扶養者認定申告理由書記入例　(認定期限延長)※勤務の都合上別居している場合】
[image: image5.emf]組合員氏名

共済　太郎

組合員番号

組合員の

住所

認定を受け

る者の氏名

共済　年子

性別

女

続柄

子

認定を受け

る者の住所

　東京都職員共済組合理事長　殿　　　　　　令和　５年　４月２３日　　組合員氏名（自署）　　共済　太郎

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

　　　　　

□

　遡及適用が可能である場合は、遡及適用を希望する

　　Ⅴ　　特　記　事　項 　

　　Ⅵ　　誓　約　事　項

認定要件を欠くに至ったとき[社会保険制度の適用となる事業所への就職、認定基準額以上の恒常的収入（給与・公的年金・事業・不動産等の収

入、雇用保険・傷病手当金等の受給）がある場合、組合員以外の扶養義務者の収入が基準額を超えた場合、別居し扶養しなくなった場合等]は、直

ちに抹消申告し、当該抹消日以降に医療給付等を受けていた場合には、速やかに給付相当額を返還することを誓約します。

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　３号遡及適用希望（該当する場合に☑）

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　送金方法（該当するものに☑）

　　　

□

　組合員の口座から被扶養者の口座への送金

　　　

□

　現金書留等による現金送金

　　　

□

　手渡し（同一住居の世帯分離の場合のみ）

　　　

☑

　その他

（被扶養者と同居する妻の口座へ送金）

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

② 年 月 日～ 年 月 日(就業先: )

　　・雇用保険加入（　有　・　無　）

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

③ 年 月 日～ 年 月 日(就業先: )

　　・雇用保険加入（　有　・　無　） 　　送金額（月額）　130,000    円

　　・加入していた年金制度

（国民年金・厚生年金・共済年金）

④ 年 月 日～ 年 月 日(就業先: )

Ⅳ　国民年金第３号被保険者遡及適用希望

(配偶者の認定時のみ)

①令和４年２月１日～令和 年 月 日(就業先:日本ﾊﾝﾊﾞｰｶﾞｰ(株))

　２　別居扶養の状況、毎月の送金方法・送金額



４　雇用保険等の受給・申請状況（該当するものに☑）

　

□

　受給申請予定又は申請手続きを行っている

Ⅲ　別居扶養の状況

　

□

　受給放棄する

　１　認定を受けるものと別居している理由(具体的に)

　

□

　該当なし（未加入・受給終了含む）

　

□

　関係書類の原本を既に共済組合に預けている



　

□

　受給期間延長中又は受給延長予定（妊娠・出産・疾病）

５　就業経験（　有　・　無　）

　パート・アルバイトを問わず最近就業したものからすべて記入

　　[不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）]

　　 その他（　　　　　　　　     ）] ２　扶養できない理由(具体的に)



３　現在の状況（該当するものに○）

　① 大学等に在学中  　② 留学中  　③ 受験準備中

　④ 病気療養中  　⑤ 求職活動中　  　⑥ 家事専念

　⑦ その他（　　アルバイト　　）

　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合 　　　            年間　          　   　　円

　　　            年間　　　　　    　　円 　　　収入の種類(該当するものに○)

　　　収入の種類(該当するものに○) 　　[不動産収入・配当収入・雑収入・株式等譲渡収入

　　　　共済年金（老齢・障害・遺族） 　　　年金の種類（　　　　　　　）　

　　　上記以外の年金受給がある場合                    年間　　　   　　   　　円

　　　年金の種類（　　　　　        　　）　 　　エ

  

ア

~

ウ以外の恒常的な収入がある場合

　　ウ 年金収入　　年間　　               円

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等）

　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金 　　　　共済年金（老齢・障害・遺族）

　　　　厚生年金（老齢・障害・遺族）、基金（企業年金等） 　　　上記以外の年金受給がある場合

　　ア 給与収入　　年間　　234,600　　  円(交通費等含む) 　　イ 事業収入　　年間　　　   　　 　　　円

　　　（パート・アルバイト収入及び内定している場合の見込収入を含む）

　　ウ 年金収入　　年間　　　　　　　 　 　円

　　イ 事業収入　　年間　　　   　 　　　円 　　　　国民年金（老齢・障害・遺族）、基金

　① 現在、収入が無 　② 現在収入が有　年間　1,500,000　　円

　② 現在収入が有　年間　　234,600　　  円

　　ア 給与収入　　年間　1,500,000 　 円(交通費等含む)

　　　　　　　　　（ア

~

エまでの合計額） 　　　（パート・アルバイト収入含む）

２収入状況

（将来１２ヵ月の収入の見込みを記入、該当するものに○）

　　　　　　　　　 　その他（　　　　　　　　　　　　）

被扶養者認定申告理由書

×××××××× ○○市△△町1-2-3

○○県□□市△△5-6-7

Ⅰ認定を受ける者の収入状況及び就業経験 Ⅱ　他の扶養義務者の状況

　　他の扶養義務者の氏名（ 共済　花子　　　）組合員との続柄（　妻　）

１ 確定申告（住民税申告）の有無(該当するものに○)　　有　　　無

１　収入状況（該当するものに○）

　　

　① 現在、収入が無　家事専念 　無年金 　無職

○年○月○日より、××に勤務都合で別居し

ています。

妻は年子と同居しているが、妻の収入は、別

添源泉徴収票のとおり収入が少なく、生計を

維持できない。


認定・期限延長


共　　　通





認　　定（母）


同居の場合





現在働いているものも含め、過去の就）～（オ被扶養者の収入確認書類（確定申告書いては��������������������������������������������������������������������������������������������������������業経験を記入





認定日以降、１年間の見込み額を記入





優先する主たる扶養義務者及び


同等の扶養義務者の収入状況を記入


※他の扶養義務者が複数人いる場合は人数分作成が必要





申告にあたって、扶養手当が支給されなかったり、組合員の税法上の扶養に入らない場合等、特別な事情があれば記入





認　　定（妻）


別居の場合





・別居となった理由


・送金方法


・送金額


を具体的に記入





雇用保険の


受給予定を記入





認定日以降、１年間の見込み額を記入





現在働いているものも含め、過去の就業経験を記入





国民年金第３号被保険者資格を遡及適用可能で、遡及適用を希望する場合は、☑をしてください。（チェックが無い場合は遡及を希望しないものとみなします。）





認定期限日の翌日以降、１年間の見込み額を記入





優先する主たる扶養義務者及び


同等の扶養義務者の収入状況を記入


※他の扶養義務者が複数人いる場合は人数分作成が必要





現在働いているものも含め、過去の就業経験を記入





該当年中の扶養控除の対象とならないなど特別な事情がある場合は、特記事項欄に記入





延　長（母）


同居の場合





延長（子）


勤務の都合上別居の場合





勤務の都合で一時的に別居を余儀なくされている場合は、その旨を記入





優先する主たる扶養義務者及び同等の扶養義務者の収入状況を記入





原則、被扶養者への送金


未成年である子の場合などは、組合員の配偶者又は別居先世帯の扶養義務者への送金は可





現在働いているものも含め、過去の就業経験を記入





認定期限日の翌日以降、１年間の見込み額を記入








　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　     　　
　　　　　　　　　　　　　　

